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「5医療提供体制の現状、目標及び推進体制」中匡亘司  
4疾病及び5事業の医療連携体制について  

0 4疾病、5事業の各事業については、都道府県がその対策を講じ医療計画に記載する。  

0 改正医療法において都道府県は基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて医療計画を定めることと   

しているので、国は都道府県の取組に関して各事業で求められる機能等の目安を示す。  

○ 都道府県が新たな医療計画を平成19年度中に策定するため、国はその進捗状況を考慮して指針を提   
示する。  

○ 平成期年4月までに全ての事業の計画策定を各都道府県に求あるものではない。  

参考とする計画   内容の骨子   スケジュール   

（がん対策推進基本計画   ・専門的ながん医療   19年度中盤以降  
が  ん         （がん対策基本法に基づき、  ・緩和ケア   ・がん対策推進基本計画の改定  

閣議決定を予定）との調和）  ・情報提供・相談支援   を踏まえた指針の提示   

【予防期】   19年度前半（6月頃）  

・高血圧等脳卒中リスクの管理による予防  
・指針の提示  

【急性期】  

・発症後○時間以内の専門的治療  

（健康増進計画改定ガイド           ・急性期に行うリハビリテーション  

脳卒中                  ラインとの調和）   【回復期】  

・身体機能改善のための集中的リハ  

【維持期】  

・在宅等生活の場への復帰支援  

・24時間体制の在宅療養支援   

急性心筋  （健康増進計画改定ガイド  ・救急医療   19年度前半（6月頃）   

梗 塞  ラインとの調和）   ・身体機能を回復させるリハ   ・指針の提示   

（健康増進計画改定ガイド  ・重篤な疾病を予防するための生活指導   19年度前半（6月頃）  
糖尿病         ラインとの調和）   

・糖尿痛による合併症を含めた疾病の治療   ・指針の提示   

救急医療対策事業実施要綱   ・初期の救急医療   19年度前半（6月頃）  

救急医療         （昭和52年7月6日医務局  ・緊急手術や入院を必要とする救急患者の医療  ・指針の提示  

長通知）   ・生命にかかわる重篤な救急患者への救命医療   

・災害時における被災地への出動及び迅速な救  

命医療  
災害拠点病院整備事業実施  

・指針の提示   

災害時医療   要綱（平成8年5月10日健 局長通知  

政）  
での医療提供の拠点となる機能  

・NBCテロ等特殊な災害に対する医療支援   

第10次へき地保健医療計画 等の策定について（平成18  

へき地医療  
的なへき地の医療支援   

年5月16日医政局長通知）   

周産期医療システム整備指  ・正常な分娩を扱う機能   19年度前半（6月頃）  

周産期医療         針（平成17年8月23日雇児  ・高度な診療を要するリスクの高い分娩を扱う  ・指針の提示  

局長通知）   機能   

り」、児の健康状態の相談   19年度前半帖月頃〕  

救急医療対策事業実施要綱  ・初期の小児救急医療   ・指針の提示  

小児医療廿児  （昭和52年7月6日医務局  ・緊急手術や入院を必要とする小児救急患者の  
救急医療を含む）                    長通知）   医療  

・生命にかかわる重篤な′り巳救急患者への救命  

医療－9－  



◎身体埠鱒改善中平坤華中鱒なり′？ゼリ千丁ション  

∴判回復期リハビリテーション病棟等y   

・．基礎疾患わ唐理および再発予防の治療 、  
（・障音感位の挽能回臥日革生活動作（ADL）の向上の  

′ための集中した専門的なリハビリテ」ション  

000病院、000病院  
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維持期  

【在宅復帰支援】  
◎在宅等生活の場への復帰支援   

〈介護老人保健施設等〉   
・生活機能を維持するためのリハビリテーション   
・在宅療養に必要な医療・介護サービスとの連掛調整  000医療センター  

000老健施設、000診療所  

退院／連携  

【在宅療養・介護】   

◎24時間体制の在宅療養支援   

◎基礎疾息および再発防止の治療、管理   
《在宅療養支援診療所（かかりつけ匪）   

居宅介護サービス等楽所等〉   

【生活習慣病の予防、治療】  
〈かかりつけ医）  



脳卒中の医療体制における各機能類型 （未定稿）  

【急性期】  
捜能 

生活習慣病の予防・治療   

目標  吉血匠症等脳卒中リスクの   
（例）  管理による予防   発症後3時間以属の治療院始   

0 基碇疾患の管理   ○ 患者の周囲にいる者（バイスタンダ  OCTまたIまMRユによる検査が24時間  
0 発症予防・早期発見に関する啓発  ー）による適切な処置  可能  
○ 初期症状出現時における同国看の  ○ すみやかに急性期医疾捷鉄施設に  ○専門的知識を有する医師が骨法する  

求められる                           対応に関する敵背   搬送する処置   等脳卒中が疑われる患者を24時間体   

主な役割  ○ 救急救命士（こよる適切な処置   剰で受け入れ   
（例）  0救急隊による適切な急性期医療掟  0 来院後○時間以内に脳卒中の専門的  

供施設への速やかな搬送．   治療が可能  
○急性期に行うリハビリテーションを領  
極的に実施   

○ かかりつけ医   0 患者の周歯にいる看いくイスタン   ○救命救急センター  
ダー）   0 脳卒中専門病棟を有する医療機閣  

医療提供施設等  ○ 救急救命士   0急性期l＝行うリハビリテーションが  
（例）  可能な急性期医療機闇   

0 基礎疾患の管理   ○ 患者の周匠にいる者（バイスタンダ  O CTまた拉MRlによる検査  
0 発症予防・早期発見に娼する啓発  ー〉による適切な処置   ○ 脳神経外稗的治療  
○ 初期症状出現偏における周囲看の  0 すみやかに急性期医療提供施設に  Or卜mによる脳血栓溶解療法  

実施する  
搬送する処置   ○合併症の予防及びセルフケアの早期自  

診療・処置等  
○救急救命士による適切聴処置  立のための急性期に行うリハビリテーション   

（例）  

○救急隊による適切な急性期医療提  
供施設への速やかな礁送  
○住民への啓発  

○かかりつけ医と・一・・  
患者の基礎疾患、治療経過及び再発  
予防の治療等の情報共有  
○回復期に行うリノ、ヒリテーションの医  
療提供施設と‥・  

聖＝ 二二  （退院前）ケアカンファレンスの開催   

く例）  

00000率  00％   △△△△△   △△時間   □ロロⅠコロロロ時聞  
●■●●●●●†も  
▲▲▲▲▲▲▲％  

■t■■■■■％   

指標  
（例）  

00000医院  ■■■t■センター  
△△△△△クリニック  ◇◇◇◇◇病院   
ロロロロ巳医院  
…＝クリニック  
▲▲▲▲▲医院  

医療提供施設名  
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機 能   
【回 復期】   【維持期】  

リハビリテーション   在宅復帰支援   在宅療養・介護   

目標  身体機能改善のための  
（例）  

集中的リハビリテーション   在宅等生活の塙への復帰支援   別路同体制の在宅療養支援   

0 基礎疾患の管理や再発予防の松炭  ○ 基礎疾患の管理や再発予防の拾療  0 24時間体制の在宅療養支珪  
0 操舵回復及び日常生活動作（ADL）  ○生活観能を維持し向上させるための  0 基払疾患及び再発防止の治療、像康  
向上のために専門的なリハビリテーシ  リハビリテーション   管理  

求められる  0生活機能を維持するためのリハビリ  

主な役割  テーション  
（例）  

0 回復期リハビリテーション病棟を   0 介護老人保健施設   0 在宅療養支援診療所  
有する病院   ○ 介硬保険によるリハビリテーションを   （かかりつけ医）  

医療提供施設等  ○訪問着護ステーション  
（例）  ○適所リハビリテ←ション、訪問リハビリ  

テーションを実施する介護サービス事業  
所   

0 高次脳機能障害（失語、認知障害  ○ 生活機能向上のためのリノ、ヒリテー  0基礎疾患の管理や再発予防の治療  
等）、喋下障害及び歩行隆幸等に卸す  ション   ○ 生活披能を維持するためのリハビリ  
るリハビリテーション   0抑うつ状態に好する対応   テーション  

実施する  
診療・処置等  

サービス等の調整   サービス   

（例）  

○ 急性期医療扱能を担う医療提供施設  ○ 回復期に行うリハビリテーションの医  ○ 回復期に行うリハビリテーションの  
と‥・   療珪供施設と…   医療提供施設や介護者人保健施  
患者を受け入れる前のケアカンファレ  患者を受け入れる前のケアカンプアレ   設等と…  
ンス開催や治療経過の報告   ンスの陶催や治療経過の報告．   在宅療養前のケアカンファレンス  
0 介護保険によるリハビリテーションの供  ○ 在宅療養支援診廟所（かかりつけ   の開催  

連 携                                          提施設と・・・   医〉と・・・   ○ 医療・介護サービス提供者相互の   
（例）   （退院前）ケアカンファレンスの開催   患者の基礎疾患、治療経過及び胃発  治療蓮過に関する情報共有  

0 かかりつけ医と‥・   予防の治療等の情報共有  
患者の基礎疾患、治療経過及び再発  ○介護サービス事業所と…  
予防の治療等の情♯共有   在宅での生詫引こ必要な介護サービス  

を調整するための（退院前）ケアカンフア  

レンスの闇値   
◇◇◇◇◇  ◇◇％   00000 （）0％   口ロロ【コロ  ロロ9も  
◆◆◆◆◆  ◆◆％   △△ムA△  △△％   ●●●●●  ●●チb   

指標  
（例）  

◆◆◆◆◆病院   A△A△△苑   ▲▲▲▲▲医院  
00000病院   ロロロロロ病院   訪問者謹ステーション■■■  

●●●●●医院   適所リハ◇◇◇   

医療提供施設名  
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脳卒中の医療体制に関する指針（未定稿）  

第1一般的留意事項  

1脳卒中をとりまく状況  

（1）脳卒中発症後の転帰  

わが国における脳卒中発症後の転帰はおよそ以下のとおりとなっている。   

①年間約30万人が脳卒中を発症している注1。   

②脳梗塞の発症者のうち発症後3時間以内に来院した人は37％にとどまっている注2。   

③脳梗塞で来院した後、65％の人が30分以内に頭部CT・MRI検査を受けているR2。   

④脳卒中を発症した場合、1か月以内に12％の患者が亡くなり、1年後には24％が亡くな  

っている注3。  

⑤生存者であっても、発症後1か月の時点で23％の人が寝たきり状態にあり、1年後でも1  

9％が同状態にある注3。   

⑥年間13万人が脳卒中で亡くなり、死亡数全体の12％を占め死因の第3位である注4。  

⑦寝たきり状態にある人のうち脳卒中を主な原因とする人が40％を占め、寝たきりの原因  

第1位となっている注5。  

これらの統計から、脳梗塞・脳出血等の脳卒中は、発症後生命が助かったとしても後遺症  

が残ることも少なくなく、患者及びその家族は発症前に比べ生活の質が低下し、社会的なハ  

ンディキャップを負うことの多いのが現状である注6。  

注1）昭和59年から平成5年における秋田県の脳卒中発症率及び現在の全人ロから推計  

注2）平成12年度厚生科学研究「脳梗塞急性期医療の実態に関する研究」  

注3）秋田県の脳卒中患者登録  

注4）人口動態歳計の平成18年推計値  

注岳）平成16年国民生括基碇調査  

注6）厚生科学研究班郷脳梗塞とはどんな病気？』より分析を引用  

（2）脳卒中治療の現状   

脳卒中は、急性期治療からリハビリテーションまで各専門スタッフが脳卒中専門病棟（SC   

U：ストロークユニット）で行う治療や、発症3時間以内の脳梗塞に対するrt－PA（遺伝子組み   

換え組織プラスミノーゲンアクチベーター）による血栓溶解療法の有効性が確認され、急性   

期にこれらの治療を適切に行うことで、日常生活動作（ADL）の向上など予後に大きな影響   

を与えることが明らかになってきている辻7。  

注7）日本脳卒中学会『脳卒中治療ガイドライン2004』  
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2 今後の脳卒中の医療連携体制   

前記1（1）（2）の状況を踏まえ、今後の脳卒中の医療連携体制については、つぎの3点を基  

本として構築することが考えられる。   

（1）発症後○時間以内に患者を医療提供施設に搬送し、施設到着後○時間以内に専門治   

療を開始できる体制  

（2）合併症を予防するために急性期から専門的かつ集中的なリハビリテーションを開始し、そ   

の後、機能回復及び日常生活動作向上のために回復期のリハビリテーションを実施する体   

制  

（3）在宅等で生活する患者には、生活の場で維持期のリハビリテーションを含む療養ができ   

るように、医療、看護及び介護がチームとなって支援する体制  

3 脳卒中の医療連携体制の位置付け   

都道府県は、医療法（昭和23年法律第205号。以下、「法」という。）第30条の4第2項第2  

号及び第30条の4第3項に基づき、脳卒中の医療連携体制を構築する具体的な方策を医療  
計画に定め、推進することとされている。  

4 脳卒中の医療連携体制を構築する手順  

（1）協議する場の設置   

①都道府県は、法第30条の4第3項第4号に基づき、脳卒中の医療連携体制を構築する  

ための協議の場（以下、「脳卒中作業部会」という。）を設置する。同協議は法第30条の4  

第11項に規定する都道府県医療審議会と整合して行われるよう調整する。   

②脳卒中作業部会は、地域の実情に応じた脳卒中の医療連携体制を構築するため、次に  

掲げる者により構成することが考えられる。  

ア 医療関係団体の代表  

イ 医師、歯科医師、薬剤師、看護師など現に脳卒中の診療に従事する者  

ウ 救急搬送に従事する者  

工介護保険法に規定するサービス事業者の代表  

オ 医療サービスを受ける住民・患者  

力 保健・医療・福祉サービスを担う都道府県・市町村の代表  

キ その他医育機関等地域医療に関与する者  

なお、医療提供施設の開設者及び管理者は、法第30条の7第1項により、脳卒中の医  

療連携体制の構築に必要な協力をするよう努めるものとする。  

（2）脳卒中作業部会では、脳卒中の医療に関する役割分担及び業務連携を図るために、次  
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に掲げる事項等について協議を行う。  

①基本的な情報の収集・整理、医療資源の確認及び脳卒中の医療連携体制を構築する   

にあたって必要な資源の把握  

②今後の脳卒中の医療連携体制を構築するための検討   

ア脳卒中の医療連携体制に関する圏域の設定   

イ 救急医療の機能、身体機能を回復させるリハビリテーションを提供する機能及び日常  

生活に復帰させるリハビリテーションを提供する機能を担う医療提供施設の役割及び  

当該施設の選定   

り 今後求められる施設・設備整備等  

③数値目標の設定及び評価手法の検討  

④保健所は、地域医療連携の円滑な実施に向けて医療提供施設相互及び医療提供施設   

と介護サービス事業所との調整を行うなど積極的な役割を果たすことが期待される。  

（3）住民・患者の意見の反映   

住民へのアンケート調査やヒアリング、その他脳卒中作業部会で作業した内容等のパブリ   

ックコメント実施等、住民・患者の意見を医療計画に反映させることが望ましい。  

（4）医療計画への記載  

①都道府県は、機能ごとに現在の脳卒中患者の動向及び医療資源、目標、その機能に求   

められる役割、医療提供施設、実施する診療・処置、成果指標等を医療計画に記載する。   

なお、医療提供施設については、具体的名称も記載するものとする。地域によっては、医   

療資源の制約等によりひとつの医療提供施設が複数の機能を担うこともあり得るが、その   

場合であってもまずは各医療機能を明確にしたうえで、当該医療機能を担う医療提供施   

設の具体的名称をそれぞれに記載する。′   

②計画策定後、医療提供施設に変更が生じた場合は、できるだけ速やかに医療計画の記   

載内容を変更することが望ましい。   

③ 医療提供施設変更にともなう医療計画の変更については、法第30条の4第11項に基づ   

く医療審議会の諌をその都度経なくても済むように、変更にともなう手続をあらかじめ定め   

ておくことが考えられる。  

5脳卒中の医療連携体制の推進及び評価  

（1）医療機能に関する情報の提供の推進   

都道府県は、法第6条の3第1項及び薬事法第8条の2第1項を通じて把握した医療提供   

施設の情報、医療計画の内容、医療計画の進捗状況等について、医療連携体制推進事業  
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等を活用し、住民や患者に分かりやすく提供することが望ましい。  

（2）医療連携体制の評価   

医療連携体制を着実に推進するために、具体的な数値目標あるいは客観的な成果指   

標を設定するとともに、その進捗・達成状況について定期的に評価を行うことが考え   

られる。また評価結果を公表し透明性を確保するとともに、状況に応じて柔軟に計画   

の見直すことが求められる。  

第2 医療連携体制の具体的な検討事項  

1脳卒中の医療連携体制にかかる情報の収集  

都道府県は、脳卒中の医療連携体制を構築するに当たって、下記に示す患者動向、医療   

資源及び医療連携に関する情報等を収集する。  

（1）脳卒中の患者動向に関する情報の収集  

（2）脳卒中の医療資源等に関する情報の収集  

（3）脳卒中の医療連携に関する情報の収集   

① 救急搬送に関する情報の収集   

② 脳卒中の医療に関連する施設の連携状況  

2 脳卒中の医療提供体制に関する圏域の設定   

…‥・…………… 、従来の二次医療圏に拘らず、地域の実情に応じて設定することが考えら  

れる。  

3 各医療機能を担う医療提供施設の役割についての検討  

（1）救急医療の機能   

①応急手当、病院前救護  

（a 急性期医療  

求められる施設等の要件  

a 人的要件  

b設備要件  

c機能要件  

dその他  

（2）身体機能を回復させるリハビリテーションを提供する機能  

求められる施設等の要件‥‥‥…‥‥・‥・－‥‥‥‥・  
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a 人的要件  

b 設備要件  

c機能要件  

d その他  

（3）日常生活に復帰させるリハビリテーションを提供する機能  

求められる施設等の要件…………………・＝……  

a・人的要件  

b 設備要件  

c機能要件  

d その他  

1（4）その他   

①予防の機能  

② 在宅療養支援の機能  

4 各機能を担う医療施設の選定   

各機能を担う医療提供施設の選定にあたっては、医療提供施設の設備等に加え、他の医  

療提供施設との連携状況等も考慮して総合的に判断する土とが望軋．い。また、医療計画に  

は、選定した医療提供施設の具体的名称を記載する。なお、地域によっては医療資源の制  

約等により、ひとつの医療捏供施設が複数の医療機能を担うこともあり得る。  

5 数値目標の設定と評価手法の検討   

医療計画に基づいて事業を実施し成果をだすために、例えば下記に示すような具体的な  

数値目標を設定し、その達成度を定期的に評価することが必要である。また、評価結果に基  

づいて計画を見直すことも重要である。  

（1）プロセス指標  

主として、医療機能調査事業の指標の項目等を参照。  

（2）アウトカム指標   

プロセス指標（医療機能調査）、都道府県健康増進計画で定めた数値目標等を参照。  
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【参考資料】  
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医療提供体制の確保に関する基本方針（厚生労働省告示第70号）  

【抜粋】一   

医療法第30条の3第1項の規定に基づき、医療提供体制の確保に関する基本方針を次のよう  
に定め、平成19年4月1日から適用する。  

この基本方針は、我が国の医療提供体制において、国民の医療に対する安心、信頼の確保を  
目指し、医療計画制度の中で医療機能の分化・連携を推進することを通じて、地域において切れ  
目のない医療の提供を実現することにより、良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確  
保を図るための基本的な事項を示すものである。   
都道府県においては、この方針に即して、かつ、それぞれの地域の実情に応じて、当該都道府  
県における医療提供体制の確保を図るための計画を定めるものとする。  

第二 

二 調査及び研究に関する国と都道府県の役割   

1具体的な調査及び研究については、国と都道府県がそれぞれ次のとおり行うこととする。   
（－）凰去⊥が適＿急性追納   ○…・7、の四 一 並やに・●急 ！く5室引⊆  

細萄究  

を行い、疾病又は事業ご出こ求められる医療機能を明ちか鵬   




